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1   はじめに

科学技術動向研究

日本における電子政府の現状と将来の方向
─電子申請を中心に─

山田　肇
客員研究官

　政府に設置された高度情報通信
ネットワーク社会推進戦略本部（IT
戦略本部）は2001年に『e─Japan戦
略』と題する計画文書を発表した。
この文書は「国民の持つ知識が相互
に刺激し合うことによって様々な
創造性を生み育てるような知識創
発型の社会を目指す」と目標を示
し、社会像の具体例として「自宅や
職場にいながら、政府に関する情
報が即座に手に入り、ワンストッ
プサービスで住所・戸籍、税の申
告・納付などの行政サービスを受
けることができる」を掲げた。
　『e─Japan戦略』は「超高速ネット
ワークインフラ整備及び競争政策」
「電子商取引ルールと新たな環境整
備」「電子政府の実現」の三つを重
点政策分野として特定した。「電子
政府の実現」に関する基本的考え方
は次のように書かれている 1）。

　◦�電子政府は、行政内部や行政
と国民・事業者との間で書類
ベース、対面ベースで行われ
ている業務をオンライン化し、
情報ネットワークを通じて省

庁横断的、国・地方一体的に
情報を瞬時に共有・活用する
新たな行政を実現するもので
ある。その実現にあたっては、
行政の既存業務をそのままオ
ンライン化するのではなく、
IT化に向けた中長期にわたる
計画的投資を行うとともに、
業務改革、省庁横断的な類似
業務・事業の整理及び制度・
法令の見直し等を実施し、行
政の簡素化・効率化、国民・
事業者の負担の軽減を実現す
ることが必要である。

　◦�これにより誰もが、国、地方
公共団体が提供するすべての
サービスを時間的・地理的な
制約なく活用することを可能
とし、快適・便利な国民生活
や産業活動の活性化を実現す
ることになる。即ち、自宅や
職場からインターネットを経
由し、実質的にすべての行政
手続の受付が 24時間可能とな
り、国民や企業の利便性が飛
躍的に向上する。

　◦�このように、電子政府は、IT

がもたらす効果を日本社会全
体で活用するための社会的基
盤となるものである。

　それ以来 9年にわたって電子政
府システムの構築が続けられた。
この結果、政府に対する各種の申
請はほとんどすべてが電子申請で
処理できるという状況に達してい
る。
　電子政府には、上記の基本的考
え方にもあるように、行政内部の
オンライン化と行政と国民の間の
オンライン化という二つの要素が
ある。後者については、国民から
行政へ向かう申請業務と、行政か
ら国民へと向かう情報公開の二側
面がある。さらに「国・地方一体的
に」という意味では電子自治体との
関係も考えなければならない。扱
う範囲があまりに膨大で複雑にな
るため、このレポートでは主に国
民から行政への電子申請に絞って、
現状を説明し、将来の方向につい
て提案する。
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2   現状に対する評価

2─1
国際連合による各国比較

　我が国の電子政府は国際的には
どのように評価されているのだろ
うか。国際連合には「UN�E─Gov-
ernment�Development�Knowledge�
Database」という情報ソースがあ
る 2）。このサイトでは電子政府の
準備度（readiness）指数を定期的に
調査し、各国ランキングを発表し
ている。2004年、2005年、2008年
版は書籍形式で入手可能で、2010
年版もデータ形式で手に入れられ
る。
　2010 年版として掲載されている
トップ10カ国を図表1に示す。トッ
プ 10の過半は欧州諸国であるが、
アジア圏の韓国が第 1位を占めて
いる。
　この調査によると日本の準備度
指数は0.7152 で、順位は 17位であ
る。2008 年版では 11 位だったの
で 6位分だけ順位を落とし、この
2年間にオーストラリア、シンガ
ポール、バーレーン、ニュージー
ランド、ドイツ、ベルギーに追い
越された。
　準備度指数はいくつかの要素に
分かれているが 3）、1位の韓国対

日本で比較すると、電子政府の開
発度では韓国 0.879 対日本 0.715、
オンラインサービスでは 1.000 対
0.673、通信インフラストラクチャ
では 0.639 対 0.524、人的資源では
0.993 対 0.950、市民の参加では
1.000 対 0.757 と、すべての要素で
日本のほうが低いという評価に
なっている。
　この調査からも明らかなように、
我が国は電子政府について先進的
な国とは評価されていないのであ
る。

2─2
IT戦略本部電子政府評価

委員会による評価

　我が国では、IT戦略本部の下に、
2006 年に電子政府評価委員会が組
織された。電子政府に関わる諸施
策について、費用対効果の観点も
含め厳正な審査・評価等を行うの
がこの委員会の目的である。それ
以降、毎年、同委員会は評価結果
を報告書として公表している 4）。
　報告書に記載される利用率など
の元データは総務省が毎年公表し
ている。2009 年 8月の報道発表に
よると、

　◦�オンライン化の対象とされて
いる手続は 14327 種類あり、
そのうち 13129 種類（92％）は
オンラインにより申請・届出
等を行うことが可能

　◦�オンライン化されている手続
全体の件数は4億6961万件で、
そのうちオンラインを利用し
た 件 数 は 1 億 5998 万 件
（34.1％）と、2007 年度の実績
から 12.2 ポイントの増加

　◦�「オンライン利用拡大行動計
画」で選定された 71の重点手
続（全申請・届出等件数の
76.5％をカバーしている）のオ
ンライン利用率は50.6％

となっている 5）。「公的個人認証に
係る電子証明書の事前設定作業の
簡素化」「電子申請システムの使い
勝手の改善」「オンラインによる場
合の手数料の引下げ等経済的イン
センティブの向上」などの取り組み
が利用率を向上させたと、総務省
は報道発表の中で自己評価してい
る。
　電子政府評価委員会は、「①　国
全体として電子政府を総合的に推
進する司令塔機能の強化や政府
CIOの設置の検討」「②　評価体制
の整備等が必要」「③　利用者に
とって利便性の高い電子政府を構
築するためには、単に利用率が低
調であることを理由にシステムを
停止するのではなく、業務プロセ
スの見直しや行政機関間のシステ
ム統合により費用対効果の改善を
図るなどの努力が必要」といった改
善提案を、上記の報告書の中で行っ
ている。
　また、内閣官房が電子申請につ
いて国民から募った意見では、個々
の申請に関する苦情に加えて「国民
に意見を求める前に、省庁（公務員）
の意識改革をすべき」「縦割り行政出典：国際連合の関連サイトに掲載された情報による2）

図表 1　電子政府の準備度－2010 年ランキング

1 0.8785
2 0.8510
3 0.8448
4 0.8147
5 0.8097
6 0.8020
7 0.7872
8 0.7863
9 0.7516
10 0.7510
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3   電子政府への移行を困難にする理由

　我が国で電子政府、特に電子申
請への移行が遅れている根本的な
原因は何なのだろうか。
　それは、すでに確立している書
類ベースの手続きに比べて電子申
請に魅力がないからである。携帯
型音楽プレイヤーや携帯電話サー
ビスには、それまでの機器・サー
ビスでは実現できない魅力がある
ことから、急速に市場に普及した。
そのような魅力に欠けるのが電子
申請というサービスの問題点であ
る。
　「2─3　ユーザビリティテストの
結果」でも書いたように、申請のプ
ロでさえ初めは使いにくいという

のであれば、一般市民が電子申請
を利用するとは考えられない。一
部には添付書類だけは郵送を求め
る手続きも残存しているが、魅力
の点では論外である。一方で、前
述した総務省の報道発表のように、
事前設定作業の簡素化や経済的イ
ンセンティブ付与などの取り組み
によって利用率が向上したという
のは、まさに利用者にとっての魅
力を増そうという行政側からの試
みといえよう。
　魅力を増すためには、システム
の使いやすさ向上が特に重要であ
る。まず申請のプロや企業等で日
常的に書類申請を行っている利用

者を移行させるには、彼らが今ま
で学習し蓄積してきた知識が活き
る電子システムを提供する必要が
ある。また業務システムが普及し
ている分野では、業務システムと
の連携を図るべきである。一方、
個人利用者はそれぞれの手続きに
ついて経験を蓄積するのがむずか
しいので、どんな手続きでも操作
手順や画面のレイアウト・遷移な
どを共通なものにして、容易に理
解されるようにしなければならな
い。つまり、プロにとっては業務
効率を高められる設計が、個人に
とってはいつ、どんな手続きを行
うにしてもわかりやすい設計が求

の撤廃、省庁間の業務標準化の早
期実現を目指し、IT担当大臣の強
いリーダーシップの下、電子政府
構想を推進すべき」といった根本に
関わるような意見もあり 6）、提出
者には強い不満がある様子がうか
がえる。

2─3
ユーザビリティテストの結果

　後述する電子政府ユーザビリ
ティガイドライン作成の過程で、
2008 年から 2009 年にかけて、我
が国の現状システムを対象にユー
ザビリティテストが実施された 7）。
社会保険に関連して賞与支払届け
の電子申請を行うという作業では、
初めて電子申請を行った社会保険
労務士の所要時間は、習熟者と比
較して 6.2 倍という結果が出た。
同様に、資格取得届の電子申請で
は、その比は4.8 倍であった。
　初心者と習熟者の所要時間の比
をNE比（Novice�Expert�ratio）と呼
び、この値が小さいほど使いやす

い優れたユーザインタフェースだ
と評価できる。たとえば自動車の
操作などでは 2倍以下が目標に
なっている。
　電子申請は初めてだが書類申請
には習熟している社会保険労務士
の所要時間で評価したにもかかわ
らず 4倍以上の結果が出たことは、
これらの電子申請の使いにくさを
明確に示すものである。
　原因を分析した結果、「選択すべ
きファイル名がシステムの都合で
命名されており、申請者に理解で
きない」「申請の中で使われている
用語が社会保険労務士の業務で用
いる意味と異なる」「手順の説明が
不十分で理解しづらい」「書類の様
式をそのまま画面に出すため、文
字が小さく入力箇所が視認しづら
い」などの問題点が判明した。
　ほかにも、給与取得者の住宅ロー
ン控除手続きでも、初めて電子申
請を利用した税理士のNE比は 5.7
倍であり、不動産の登記事項証明
書の送付請求では、初めて利用し
た司法書士のNE比が 4.3倍であっ
た。このように社会保険労務士、
税理士、司法書士といった「申請の

プロ」でも、初めて使う際には、今
の電子申請システムは非常に使い
にくい。

2─4
行政刷新会議による

事業仕分け

　電子政府に関わる諸施策の一部
は、2009 年 11 月の行政刷新会議
による事業仕分けの際に、仕分け
対象となった。財務省電子申請シ
ステムは「低利用の原因を整理して
同じ失敗を繰り返さないようにす
ること」などの意見が出され、廃止
と結論された。また、この議論の
過程では「政府全体で e─Japan 計
画を見直し、反省し、きちんとし
た総括をして欲しい」「政府全体と
して電子申告の在り方をゼロベー
スで見直すべき」「今後、コスト・
ベネフィットをよく検討して取組
み、この失敗を生かして欲しい」と
いった意見も出た 8）。
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められるのである。
　使いやすさの改善については
「4　電子政府ガイドラインの制定」
で、今、実行されつつある対処策
について詳しく説明する。また、
さらに一歩進んで「電子が主で書類
が従の政府」を実現するためには政

4   電子政府ガイドラインの制定

4─1
ユーザビリティガイドライン

　政府は2008年 9月に『オンライ
ン利用拡大行動計画』を決定した。
それに基づいて IT戦略本部に電子
政府ガイドライン作成検討会が設
置され、その下にセキュリティ分科
会とユーザビリティ分科会が設け
られた。ユーザビリティ分科会が
2008年 10月から半年かけて作成し
た原案は、パブリックコメントの後、
2009年 7月に開催された各府省情
報化統括責任者（CIO）連絡会議で
『電子政府ユーザビリティガイドラ
イン』として決定された 9、10）。
　ユーザビリティとは人間工学の
概念で、「使いやすさ」と訳され、
日本工業規格 JIS�Z8521 では「ある
製品が、指定された利用者によっ
て、指定された目的を達成する際
の、有効さ、効率及び利用者の満
足度の度合い」と定義されている。
有効さとは「利用者が指定された目
標を達する上での正確さ及び完全
さ」、効率とは「利用者が、目標を
達する際に正確さと完全さに関連
して費やした資源」、そして満足度
とは「不快さのないこと、及び製品
使用に対しての肯定的な態度」であ
る。
　今まで利用者を満足させるサー
ビスを提供しようと考えられてい
なかった電子政府を、ユーザビリ
ティを打ち出すことによって利用

者本位に変革しようというのが、
上記のガイドラインの眼目である。
2009 年 7月版のユーザビリティガ
イドラインは電子申請システムに
対象を限定し、システムを企画し
てから運用・評価するまでのプロ
セスのあり方について規定してい
る 11）。
　図表 2はユーザビリティ向上プ
ロセスの 4つの局面を説明したも
のである。「①　ユーザビリティ向
上の基本方針と目標の設定」は、電
子申請システムが利用者に与える
有効さ、効率および満足度の度合

いを、目標として定めて置くよう
に求めるものである。「②　利用者
特性と業務の把握・検討」は、利用
者とはだれか、業務目的は何か、
を把握するように求めている。①
と②を踏まえて「③　ユーザビリ
ティ向上を実現するための技術検
討」に進めば、ユーザビリティが向
上したシステムが実現し、利用者
は電子申請システムを肯定的な態
度で利用するようになるという構
想が、図表2に示されている。
　ユーザビリティガイドラインは、
これらの局面に関して各省庁が実

府のあり方自体を見直す必要があ
るが、これに関わる視点について
は「5　電子政府の抜本的改善」で詳
しく説明する。
　情報社会化は進展し止めること
はできないし、いずれほとんどの
国が電子政府に移行するだろう。

それを途中で止めてしまっては、
国民は書類の政府と電子政府に税
金の二重払いを続けなければなら
ない。我が国の電子政府構想には、
できる限り速やかな改善が必要で
ある。

出典：電子政府ユーザビリティガイドラインによる9）

図表 2　ユーザビリティ向上プロセスの 4つの局面と構造
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施すべき取り組みを示している。
具体的には、電子申請システムを
企画・設計・開発・運用・評価す
る各段階でユーザビリティについ
て実施すべき事項を定めている。
　図表 2に示した局面のうち①と
②に相当する、企画段階では、ア
ンケート・インタビュー・ユーザ
ビリティテスト等を通じて利用者
の要求を明確化し、業務の抜本的
な見直し（BPR：Business�Process�
Reengineering）と技術検討を行っ
た上で、ユーザビリティ向上計画
の作成・公表を行う必要がある。
前述のようにユーザビリティテス
トとはシステムの使いやすさを利
用者に実際に使ってもらって確認
するテストで、テスト結果、すな
わち実際におこなった行動や感想
をもとにシステムが改善される。
またガイドラインに基づいて価格
段階を実施する過程では、BPRを
拒絶せず前に進める姿勢を持つこ
とが、ユーザビリティを高めてい
く上で重要である。BPRについて
は後で改めて説明する。
　企画段階の最後にユーザビリ
ティ要件が定まり、設計・開発段
階に移る。この段階は、図表 2の
プロセスでいえば③と④の局面に
当たる。受注業者がユーザビリティ
要件を満たすように設計・開発を
実施するが、ガイドラインでは、
仕様書のユーザビリティ要件に
則った開発が行われているか、各
省庁が、要件定義の確定、設計の
確認、結合・総合・受け入れテス
トの各工程で確認・管理するよう
に求めている。その具体的手段と
して、各工程の中で繰り返しユー
ザビリティテストを実施するよう
になっている。
　運用段階ではヘルプデスクなど
の利用者支援体制の構築や利用者
教育等を行う。また、ユーザビリ
ティ向上に資するデータの収集に
努めることとしている。このデー
タ収集は、図表 2の局面②に通じ
るものである。最後に、評価段階

では、定期的に実施状況、達成状
況を評価し、必要に応じてユーザ
ビリティ向上計画の改定や新しい
ユーザビリティ向上計画の策定を
行うように、ガイドラインは求め
ている。これは、図表 2に示す局
面①に対応するものである。この
評価ののちに次期システムの企画
段階に進むことによって、ユーザ
ビリティは継続的に向上していく
だろう。
　図表 2には「④　ユーザインタ
フェースの検討」とある。各省庁が
共通的に設計に取り入れる必要が
ある必要最低限の事項が共通設計
指針として明示された。個別シス
テムのユーザインタフェースは、
共通設計指針を基本として、各手
続きの特性を踏まえて個別に検討
されるようになっている。
　ユーザビリティを向上させるこ
とは利用者にも提供者（各省庁）に
も利益がある。利用者は、操作が
容易になって電子申請などにかか
る時間が短縮される。窓口まで出
向かなくなれば移動の費用を負担
する必要もない。つまり、申請と
いう目標を達する際に費やす資源、
すなわち時間と金が節減されるわ
けだ。したがって利用者の満足度
の度合いが高まれば、次第に電子
申請の利用率も上がっていくだろ
う。
　提供者である各省庁がガイドラ
インに沿って利用者ニーズを的確
に把握していけば、システム改修
に計画性が生まれて、従来よりも
改修コストが低減されるだろう。
利用者からの問い合わせ対応の負
担が軽減され、紙で提出された申
請書の処理で生じる、記載事項の
システムへの入力作業や転記作業
での誤りも排除される。行政機関
に利用者視点に基づく取り組みが
定着していけば、利用者本位の新
たなサービスが創出される可能性
もある。
　電子申請システムを提供してい
くには構築費用と運用費用がかか

る。企画段階で利用者の声を聞く
ようにすると初期の構築費用はか
さむ恐れがあるが、利用者の疑問
や苦情が減ることにより後年度の
運用費用は節減できる。構築と運
用を総合して費用を評価するよう
になったとき、上に説明した提供
者側の利益が実利的に実感できる
ようになるだろう。
　行政側がユーザビリティガイド
ラインを無視できないように、い
くつもの歯止めが用意されている。
局面①に関連するが、ユーザビリ
ティ向上計画の公表もその一つで
ある。各省庁が利用品質の目標な
どを書いたユーザビリティ向上計
画をあらかじめ公表し、その後、
目標が達成されたかどうかを評価・
公表するという仕組みが導入され
た。

4─2
セキュリティに関する

ガイドライン

　ユーザビリティガイドラインが
守られるようになれば、電子申請
のユーザビリティは大幅に向上す
るのだろうか。実は、それにはま
だ課題が残っている。
　それはセキュリティに関する課
題である。利用者の立場では、手
続きの入り口で行われる利用者を
特定するためのセキュリティ手順
と、その先の電子申請の本体手順
は一体のものであって、きわめて
面倒なセキュリティ手順は利用者
が先に進む気力を奪うものである。
　セキュリティ分科会の報告によ
ると、IDとパスワードだけで利用
可能な 20手続きの電子申請の利用
率が 66％であるのに対して、電子
署名だけが必要な 23手続きでの利
用率は 13%、ID・パスワードで利
用を開始した後、申請の条件によっ
て電子署名が必要となる 22手続き
の利用率は 35%となっている 12）。
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ID・パスワードに比べて面倒な電
子署名を求めた結果、利用率が低
迷しているのは明らかである。
　この面倒な電子署名が求められ
る電子申請が存在するのは、電子
署名法 3条にある推定効の規定 13）

に依存する形で電子申請システム
ができているからである。推定効
の規定は民事訴訟法 228 条 4項の
精神を引き継いだもので、電子署
名があれば後で真正性を否認でき
ないというものである。
　オンラインショッピングなど民
間が提供するサービスでは、その
ほとんどで電子署名など要求され
ない。その代わり「注文の確認」画
面が表示され、それを受け入れる
と記録が残り（ログが保存され）、
その真贋は裁判で争うというのが
世界共通の仕組みになっている。
もちろん、このほうが利用時点で
のセキュリティ手続きは簡単で、
利用者にとって使いやすい。

　電子申請では裁判で争う必要が
ないという省庁側の都合が優先さ
れている。しかし国民の側が電子
署名を付けるためには、住民基本
台帳カード（住基カード）を取得し、
電子証明書の発行を求めそれを住
基カード内に格納し、パソコンに
住基カードを読み取るための IC
カードリーダライタをつないだう
えでインターネットに接続してか
ら、電子申請の手続きをスタート
させるという煩雑な手順を踏む必
要がある。こうした国民の手間が、
結果として利用拡大の大きな障壁
となっているのである。
　セキュリティ分科会では『オンラ
イン手続におけるリスク評価及び
電子署名・認証ガイドライン』の原
案を取りまとめた 14）。その内容は
次の要素を含んでいる。

（1）オンライン手続に関わる脅
威と、脅威から生じる「リスク

の影響度」を導出する手法
（2）上記の手法により導出され
るリスクの影響度を踏まえ、
オンライン手続に求められる
認証方式の「保証レベル」を導
出する手法

（3）上記の手法により導出され
る認証方式の各保証レベルで
求められる「対策基準」

　このガイドラインを利用すれば
オンライン手続きにおける脅威に
対するリスクの影響度を踏まえた
合理的な認証方式の検討が可能に
なり、その結果、セキュリティ確
保策として電子署名より簡便な認
証方式などを利用できるようにな
ると期待される。
　なお、このガイドラインは、今
後パブリックコメントを求めたの
ち、正式に決定される予定である。

5─1
制度の抜本的な見直し

　「3　電子政府への移行を困難に
する理由」で説明したように、その
システムに強い魅力がないかぎり
電子政府への移行は困難である。
　今までの書類申請を単に電子化
しただけでは、機器の購入や新し
い電子的手順を学習するなどの負
担が利用者にかかるため、魅力を
高めるのはむずかしい。求められ
るのは、電子化をきっかけにした
制度（法律・規制・組織・慣行・思
い込みなど）の抜本的な見直し
（BPR）と、それによる手続きの大
幅な簡素化である。
　 欧 州 で は「Innovation�in�Public�
Sector（公共部門の改革）」の一環

として電子政府化がすすめられて
いる。制度改革が電子政府化の前
提となっているのである。
　英国の内閣官房が公表した、G.�
Mulgan らが 2003 年に執筆した先
駆的なディスカッションペーパー
には次のような記述がある 15）。

　◦�法律や規制を変更しなくても、
漸進的な改革によって、ある
程度は成功が得られるだろう。
しかし、より高いレベルで改
革を成功させるには、制度の
変革が必要になることが多い。
制度改革に動けば思考の自由
度と他の可能性を検証する自
由度が作り出されるため、改
革対象の数や企画と監視の必
要性が圧倒的に減る可能性が
ある。性能や成果を向上させ
ながら、関連する財政支出を

整理していこう、と考えれば
よいからだ。

　法律の下で主管庁が施行令・施
行規則を定め、申請書類の書式な
どもそれらで定められていく。電
子申請でも書式を守ろうとするか
ら「書類の様式をそのまま画面に出
すため、文字が小さく入力箇所が
視認しづらい」といった問題が起き
る。電子申請用に書式を作りなお
そうというのは漸進的な改革だが、
それよりも電子申請を前提に法律
自体を直してしまう方がよいとい
うのが、G.�Mulganらの提言である。
　F.�Contini と G.�Lanzara は 二 人
が編者を務めた著書の序章で次の
ように主張している 16）。

　◦�公共サービスの提供を電子的
なチャンネルで行うには、技

5   電子政府の抜本的改善
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術のみならず制度も含めて
アーキテクチャ（基本構造）を
合成していく必要がある。し
かし官僚主義的な手続きと制
度の枠組みは、制度をそのま
ま続けようという方向に働い
て、変革を阻害する。

　G.�Mulgan らのディスカッショ
ンペーパーには次のようも書かれ
ている。

　◦�公共部門は新しいアイデアを
生み出さなくても組織が消え
てなくなることはないだろう。
利益を追求するというモティ
ベーションもないので、同僚・
他省庁の成功を褒めたたえる
といったインセンティブを与
えないと、電子政府は進まな
い。

　つまり、漸進的な改革では電子
政府の魅力は十分に高められない
のだ。
　国際連合のランキングで第 1位
となった韓国は、基本法とも呼ぶ
べき「電子政府具現のための行政業
務等の電子化促進に関する法律（以
降、電子政府基本法と表記する）」
を 2001年に施行した。この電子政

府基本法では 8条（電子的処理の原
則）で「行政機関の主要業務は、電
子化されなければならず、電子的
処理が可能な業務は、特別な事由
がある場合を除いては、電子的に
処理されなければならない」と定め
た。また図表 3にあるように、4
条で電子化に向けての制度改革を
各省庁に義務付けた。
　このほか、デンマークやオース
トリアでは「国民・企業が行政機関
からの書類を紙で受け取ることを
拒否できる権利」や「国民・企業か
らの電子書類を行政機関が受領拒
否することを禁止する制度」が定め
られているという 18）。これらは「電
子が主で書類が従の政府」を作って
いこうという明確な意思を示すも
のといえよう。
　我が国も「書類が主で電子が従の
政府」から「電子が主で書類が従の
政府」への大転換を図る必要があ
り、そのための制度改革に進むべ
きである。（社）日本経済団体連合会
が 2008 年に発表した『実効的な電
子行政の実現に向けた推進体制と
法制度のあり方について』には、「電
子行政・業務改革推進法　モデル
法案」が掲載されており、制度改革
の際に参考になるだろう 19）。

5─2
ワンストップ化とデータ連携

の強化

　民間が政府に申請を行う際には、
申請先が複数の省庁にまたがる場
合が多いが、現在の制度ではそれ
ぞれの省庁ごとに申請を行うよう
になっている。ある省庁への申請
にほかの省庁からの証明書も求め
られるといった場合には、まずほ
かの省庁に証明書を申請し、次に
ある省庁に本来行うべき申請をす
るというように手間がかかってい
る。しかし、電子申請なら、一省
庁が代表して関連する申請を一括
して受け付け、他の省庁に必要な
申請データを転送する方法が取れ
るはずである。このような方法を
ワンストップ化という。
　韓国の電子政府基本法には 10条
（行政機関確認の原則）に「行政機関
は、特別な事由がある場合を除い
ては、行政機関間で電子的に確認
することができる事項を申請者に
確認して提出するよう要求しては
ならない」との規定がある。ある省
庁への申請にほかの省庁からの証
明書も必要な場合に、このような
法律があれば、省庁間で情報を提
供し合わざるを得ない。また、連
携を取ってほかの省庁や民間の
データを利用する姿勢は制度の抜
本的な見直しにもつながるものだ。
　複数の省庁に手続きをするとき、
それぞれの省庁から別の申請者番
号（ID：Identification�number）を与
えられていては、ワンストップ化
は困難である。海外では、一人ひ
とりが固有の国民ID番号を持つこ
とで、これを解決させている例が
ある。よく知られているように、
米国では社会保険番号が実質的に
国民 ID番号として扱われている。
エストニアでは、生まれると、性別・
生年月日・4桁の番号からなる 11
桁の国民 ID番号がつけられる。個

出典：韓国Web 六法による17）

図表 3　韓国における電子政府基本法が求める制度改革

4

4
5
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人のデータはこの国民 ID番号に関
連付けられて記録されるため、サー
ビス間で個人情報を共有できる20）。
　しかし、ひとたび国民 ID番号が
漏れると、あらゆるサービスから
個人の情報が集められてしまう。
そこで、国民 ID番号を元にサービ
スごとに異なるサブIDを発生させ
るという、図表 4に示すような「セ
クトラルモデル」という手法が考案
された。この手法でも国民 ID番号
の管理は厳重に行う必要があるが、
情報漏えいはハッキングされた
サービスに限定される可能性が高
い 21）。オーストリアなどでは、す
でにこのセクトラルモデルが用い
られている 22）。
　国民 ID番号をそのまま利用する
エストニアでは、各行政機関が保
有する自分のデータを閲覧でき、
自分の個人データをいつ誰が参照
したかのアクセス記録を確認でき
るようになっている。また不審な
アクセス記録があった場合には、
当該機関に苦情申し立てできると
いう。セクトラルモデルを用いる、
オーストリアにおける電子医療記
録システムの場合も、患者ポータ

ルにアクセスして自分の医療デー
タを閲覧したり、自分の医療デー
タに誰がアクセスしたか確認がで
きたりする計画があるという 23）。
これらは IDで個人を識別し、また
データ連携を深めたことによって
得られたメリットである。
　我が国では、2009 年 3月に内閣
官房に設置された検討会が電子私
書箱の実現を提言している 24）。こ
の検討会は電子私書箱を用いた
サービスについて次のように説明
している。

　◦�電子私書箱（仮称）構想は、様々
なサービス提供者（国、地方自
治体、保険者、医療機関等）で
ある情報保有機関が保有する
国民の情報を、安心かつ容易
に、本人が入手・閲覧・管理・
活用できる仕組みを実現する
ことを目標としている。利用
者は、自らの意思で複数ある
電子私書箱（仮称）ポータルか
ら自分の利用したい電子私書
箱（仮称）サービスを選び、ウェ
ブを通じ利用者ごとに設置さ
れた電子私書箱（仮称）ポータ

ルにアクセスすることによっ
て、複数の公的セクタ、民間
の情報保有機関が保有する自
己の情報を一元的に入手閲覧
することができる。また取得
した情報は長期間保管するこ
とができることで情報活用の
しやすさを高めることができ
る。

　この電子私書箱（仮称）構想でも
サービス横断的に自らの情報を集
められるメリットが強調されてお
り、そのためにも国民 ID番号の導
入は不可欠である。かつて住民基
本台帳ネットワークシステムにつ
いて、「『国民総背番号制』に相当し
プライバシーを侵害するものだ」な
どとの反対運動が起きた。しかし
デジタル時代にIDで個人を識別す
るのは不可避であって、これに反
対していては効率的な行政手続き
はいつまでたっても実現しない。
セクトラルモデルなどの工夫を入
れながら、データ連携を強化して
いくことは必須である。

ID

ID1 ID2 ID3

ID

図表 4　サービスごとに異なる IDを用いるセクトラルモデル

出典：NTTコミュニケーションズ（株）等の資料による21）
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5─3
情報の保護と活用のバランス

　我が国では情報保護に関連して
「矛」と「盾」を求めるような論争が
繰り返し展開されてきているが、
情報の保護と活用についてより冷
静な考察が必要である。
　情報の保護と活用が社会に与え
る利益、すなわち「社会的な総利益」
は次の式で導ける。

（社会的な総利益）＝（情報活用の利益）－（情報保

護の費用）－（情報漏えいによる被害の期待値）

（情報漏えいによる被害の期待値）＝（情報漏えい

の被害額）×（情報漏えいの確率）

　「情報活用の利益」とは、種々の
情報を集め組み合わせることで経
済活動が発展する、社会的な利益
である。「情報保護の費用」とは、
文字どおり意図しないところまで
情報が流出しないように防ぐ費用
である。意図を超えて情報が漏え
いすると社会的な被害が発生する

が、ここでは漏えいが起きたとし
た場合の被害額を「情報漏えいの被
害額」で表す。情報漏えいは確率的
に起きるので、「情報漏えいの被害
額」に「情報漏えいの確率」をかけた
ものが「情報漏えいによる被害の期
待値」となる。
　図表 5は情報の保護の程度で社
会的な総利益がどのように変化す
るかを図示したイメージ図である。
情報保護を一切施さないと、情報
漏えいによって金銭的に大きな被
害が生じたり個人の機微に関わる
情報が悪用されたり、といった事
態が予想される。このような「情報
漏えいによる被害の期待値」が大き
い領域では「社会的な総利益」はマ
イナスになる。情報保護の程度を
少しずつ強めていくと「情報漏えい
による被害の期待値」が減っていく
ため、「社会的な総利益」はA点で
プラスに転じB点でピークを迎え
る。その先は「情報活用の利益」が
減る一方で「情報保護の費用」が次
第に大きくなることが災いして「社
会的な総利益」は徐々に減少し、C
点でプラスからマイナスに転じる。

保護の完ぺきを目指すと、「情報保
護の費用」だけがかかり、社会的に
は損失となる。
　この図は、全ての情報をやみく
もに、あるいは完全に保護するの
は、費用がかかるだけでなく、利
用者が使いにくいシステムになる
ことを示している。要は投下する
費用と得られる利益のバランスを
取る必要があるということだが、
残念ながら、現在の電子申請シス
テムは情報保護過剰になっている。
　情報保護の程度はB点付近に抑
えるのが社会的には適切である。
たとえばセクトラルモデルを導入
するのであれば、国民 ID番号の部
分には最も高いセキュリティ対策
を施し、その代りサブ IDを使う部
分は情報の活用を優先し使いやす
いものにする、といったメリハリ
の利いたシステムを構築していく
ことが望ましい。提供者側が情報
保護機能は完全であると主張し、
利用者側もそれを求めるというよ
うな、無謬主義的なシステム設計
は、社会的には損失である。活用
と保護のバランスが重要である。

図表 5　情報の保護と社会的な総利益の関係

情報保護の程度

B

大→←小

CA
0

情報漏えいによる

被害が大きい領域 情報保護の費用が

大きい領域

情報を活用して利

益が得られる領域↑
プ
ラ
ス

マ
イ
ナ
ス
↓

社
会
的
な
総
利
益

科学技術動向研究センターにて作成
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5─4
民間の力の活用

　米国では所得税の確定申告書を
作成するプログラムや、それに備
えて領収書の情報を整理するプロ
グラムが数多く販売されている。
こうしたプログラムを見つけるに
は、ネット上の書店サイトで“Tax�
Preparation�Software”と入力して
検索すればよい。
　数多くのプログラムが特徴を競
い合っているが、それが可能なの
は、プログラムで作成した確定申
告データを、どんな順番に税務当
局に送信し、申告受付プログラム
に引き渡すかの手順（アプリケー
ションインタフェース）が定まって
いるからである。行政に必要なの
は行政手続きのためのデータだけ
なので、それをどのように生成す
るかは民間の知恵に委ねればよい、
という発想があるので、このよう
に多様なプログラムが市場に流通
する状況が生まれるわけだ。行政
側が民間のプログラム作成能力を
信じている、と言い換えてもよい。
　プログラムを制作するにあたっ
て、ソフトウェア企業は使いやす
さを当然、意識するので、国民に
は使いやすい電子的な環境が提供

されるようになる。最初から最後
まで省庁が担当して、利用者の特
性を把握するといった、行政が今
まで経験したことのない業務を進
めるよりも、ずっと効率的である。
　米国では確定申告が原則になっ
ているので市場が大きく我が国と
は事情が異なるという見方もある
が、我が国でも、2009 年春に確定
申告を提出した人は 2369万人であ
り 25）、すでに市場性は十分にある。
　このように市場競争に委ねると
いう発想が、我が国の電子政府構
想には足りない。納税申告につい
ては税理士会等が提言を重ねてき
たこともあり、電子申告に対応し
たプログラムが数社から販売され
ているが、まだこのような事例は
少ない。電子政府といっても何で
も政府が面倒を見るのではなく、
民間の力を借りればすむところは
借りればよい、と発想を変えるべ
きである。

5─5
司令塔機能の確立と

工程表の準備

　電子政府の抜本的な改善は法律
の制改定をともなうため、政府全
体で取り組まなければ決して実現

しない重い課題である。IT戦略本
部の 2001 年の構想が失敗したの
は、基本的考え方を提示するにと
どまり、その後の実践を各省庁に
委ねたからと考えられる。省庁横
断的に改善していくためには、強
い政治的な指導力が求められる。
このため、政府全体の電子化を省
庁横断的に推進する機能を果たす
オフィスを政府内に設置し、司令
塔となる大臣クラスの最高情報責
任 者（CIO：Chief�Information�Offi-
cer）をその中に置くべきであろう。
民間企業で、組織内の情報システ
ムや情報流通を統括する担当役員
として任命されるのが本来のCIO
であるが、米国ではObama 大統
領がV.�Kundra氏をCIOに任命し、
同氏が連邦政府における情報関連
の戦略と予算を監督している。我
が国でも政府CIOは、本レポート
で主に取り上げた電子申請に限ら
ず、政府の情報公開や自治体との
連携も含め全責任を負うべきであ
る。省庁が積極的に協力するため
にどんなインセンティブを与える
かも、政府CIOの課題となる。
　すでに「2─2　電子政府評価委員
会による評価」で説明したように、
電子政府評価委員会は実質的に機
能する政府CIOの設置を求めてい
るが、これは適切な提案である。
　政府CIOが主導する抜本的改善

図表 6　電子政府の抜本的改善のための工程案

CIO

2 3

2 3
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6   ま と め

の工程は、既存の電子申請システ
ムの中で利用頻度が少ないものを
廃止することから始まる。同時に
電子政府基本法を準備し成立させ、
以降、図表 6に示す順序で進めて
いくのが一案である。
　電子政府基本法に基づいて、す
べての法律を電子政府に合わせる
ように見直す必要があるが、その
過程では自治体に関わる法律も電
子的な連携を促進する方向で改正
しなければならない。
　法律改正には時間を要するが、
その間に、生まれ変わる電子政府
のための共通基盤の整備を進める
のが適切と考えられる。なおここ

で言う共通基盤とは、電子政府で
広く利用される共通的な技術要素
であって、国民 ID番号を基礎に置
く電子私書箱（ID基盤）、電子署名
よりも簡便な方法も含む、多様な
セキュリティレベルに対応できる
認証基盤、各省庁間および電子自
治体とのデータ連携基盤、などを
指す。
　特に、共通基盤のうち認証基盤
の一部には民間の力が活用できる。
米国では連邦政府内のThe�Identi-
ty,�Credential�and�Access�Manage-
ment（ICAM）が、信頼できる認証
事業を営む民間企業が政府機関へ
認証サービスを提供できる制度を

確立しようと動いている 26）。我が
国もこれを参考にすべきだろう。
　その後は、先行的に試行し有効
性と有用性を確認して、全面的な
移行へと進む。今までのシステム
の中で直ぐに廃止するのが不適切
なものについては、ユーザビリティ
ガイドラインとセキュリティガイ
ドラインに基づいて改善し利用を
継続する。ただし、電子政府が生
まれ変わった後は全面改修するの
で、投資額は短期間で回収できる
程度に抑えるのがよいだろう。
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